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１．中国は義務教育の普及および高等教育の大衆化において著しい成果を上げたもの
の、教育政策の重点が量の拡大に置かれていたため、質が置き去りにされてきた。
「人材強国」に向けた基盤が整っているとは言いがたい。また、近年は、義務教育
の質および高等教育へのアクセスにおける格差が顕在化しつつあることから、「教
育不公平問題」が重視されるようになっている。

２．量の拡大が質を伴っていないことの背景には、地方分権化と教育の市場化の進展
がある。義務教育は、末端の行政単位に「丸投げ」されたことで、地域毎の貧富
の差がそのまま教育の質に反映されるようになった。高等教育は、市場原理の導
入によって大衆化されたものの、学生数の増加に応じた教員の拡充が図られなかっ
たため、質が低下することとなった。そもそも中国の教育支出は規模が小さく、
量と質を両立させることは不可能であった。また、教育支出拡大のための資金を
財政ではなく家計に求めたことで「教育不公平問題」に対する関心を一層高める
こととなった。

３．中国では学歴間の賃金格差の拡大を受けて教育投資へのインセンティブが高まっ
ている。しかし、教育費の家計負担の増加と所得格差の拡大がネックとなり、投
資をしたくても出来ない世帯が増えつつある。所得格差が教育格差を生み、それ
が再び所得格差に転嫁されるという悪循環、つまり、教育を通じた所得階層の固
定化が始まっている可能性がある。

４．普通高校への進学率が地域の１人当たりGDPの多寡によって左右される傾向が強
まってきた。教育は義務教育の普及過程では地域間の所得格差に中立的であった
が、義務教育の完全普及が目前に迫り、地域毎の就学年数の多寡が後期中等教育
以降の教育課程への進学率によって左右されるようになったため、今後は格差を
拡大させる方向に作用しかねない。同様のことは所得階層間でも言える。むしろ、
この問題は格差拡大のペースが早く、格差が目に見えやすい都市の所得階層間で
顕在化しやすい。

５．教育の階層固定化機能が地域と所得階層の両方で強まっているにもかかわらず、
教育投資に対するインセンティブは依然として高い。親からみれば教育により所
得が引き上げられたかのようにみえるため、教育投資の収益率は過大評価されて
いる可能性が高い。しかし、低学歴者の供給不足、高学歴者の供給過多という状
況が続くことから、教育投資に対するインセンティブは低下する可能性がある。
教育政策を通じて実現するものは何か。政府はこの問題を再考する必要がある。

６．問題は質の改善と格差の是正を取り込んだ教育政策のあり方である。一見すると
中国以外の人々には関係の薄いようにみえるこの問題こそが「人材強国」と「和
諧社会」の実現性、そして、中長期的な経済成長の持続性を左右するポイントと
なる。①財政支出における教育の優先順位を引き上げること、②高等教育重視の
予算配分を見直し、初等・中等教育の拡充をはかること、③教員にインセンティ
ブを与えるガバナンス構造を構築することが重要で、これらを意識した政策の転
換がはかられなければ、人的資本に立脚した成長モデルへの移行は難しい。

中国は「人口大国」から「人材強国」へ変われるか
～教育政策からみた成長の持続性と社会の安定性

調査部　環太平洋戦略研究センター
主任研究員　三浦 有史
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　目　次 はじめに

中国は高成長を謳歌し、世界経済における

存在感を強めつつある。景気過熱に対する

懸念は残るものの、中国経済を巡る論点はも

はや何パーセントの成長を達成するかではな

く、いつまでこの成長が続くかに移っている。

政府も十分にこのことを承知している。第

11次５カ年計画（2006～ 2010年）には成長

の持続性を高めるための政策が盛り込まれ

た。産業構造の高度化、所得格差の是正、省

エネルギー型社会の構築、質の高い人材の育

成など課題は多岐にわたる。いずれの政策に

も強い影響を与えるとともに、それ自体が成

長の源泉となるのが人的資本であり、上の５

カ年計画では「人口大国」から「人材強国」

への脱皮をはかるという目標が示された。

人材は日々その厚みを増している。2007年

10月に開催された中国共産党第17回全国代表

大会では、1950年代生まれの「第五世代」が

党指導部に入った。その多くが有名大学の出

身者で、1960年代生まれの「第六世代」には

博士号と持つものも多いという。1999年にわ

ずか２万人程度に過ぎなかった海外留学生は

2005年には12万人となった。ブレイン・ドレ

イン（頭脳流出）の問題は依然として深刻で

あるが、政治および経済の分野で指導的な役

割を担うエリートには事欠かない。

しかし、「人材強国」の目指すところは少

数のエリートの養成ではなく、14億人に届か

はじめに

Ⅰ． 浮き彫りになった質と格差の
問題
１． 進む義務教育の普及と高等教育の
大衆化 

２． 置き去りにされた教育の質
３． 高まる教育格差への不満

Ⅱ． 深刻化する質と格差の問題
１． 「丸投げ」の義務教育
２． 市場化した高等教育
３． 限られた教育支出

Ⅲ． 教育は和諧社会の実現を促
すか
１． 高まる教育投資のインセンティブ
２． 地域による格差の悪循環
３． 格差の世代間継承
４． 「勘違い」が支える教育投資

Ⅳ． 教育政策再考
１． 優先順位の引き上げ
２． 義務教育重視へ
３． いかに効率を高めるか

おわりに
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んとする国民１人１人の資質を引き上げ、未

熟練労働力の「使い捨て」に終始してきた成

長モデルを転換することにある。人的資本の

蓄積をはかり、成長の持続性を高めることが

出来るか。この問題を検証するのが本稿の目

的である。重要なのは教育政策の成果であり、

量はもちろん質も問われる。中国では2015

～ 2020年を境に労働人口が減少に転じるこ

とから、「人材強国」を単なるスローガンに

終わらせる余裕はない。

以下では、まず、中国の学校制度を整理し

たうえで教育政策の成果を検証し（Ⅰ）、教

育の質と格差の問題が発生するに至った背景

を探る（Ⅱ）。次に、教育には人的資本の蓄

積だけでなく、所得階層の移動を促す機能が

あることに焦点をあて、教育格差が所得格差

とどのような相互作用を持つか、そして、教

育投資に対する高いインセンティブが今後も

維持されるか否かを検証する（Ⅲ）。最後に、

経済成長の持続性と社会の安定性を高める教

育政策のあり方を展望する（Ⅳ）。安易な崩

壊論や脅威論に流されないためにも、人的資

本の質的側面から成長の持続性の如何を検証

しておくことの意義は少なくない。

Ⅰ． 浮き彫りになった質と格差
の問題

まず、学校制度を概観した上で、教育課程

別に就学率や進学率がどのように変化したか

を整理する。中国の教育政策は義務教育の普

及および高等教育の大衆化において著しい成

果を上げてきた。それは人的資本の形成を促

し、成長の持続性を高めるものであったとい

えるであろうか。この問題を教育の質と格差

の側面から検証する。

１．進む義務教育の普及と高等教育の大衆化

中国の学校制度は日本のそれと似ており

（図表１）、教育課程は就学前、初等（小学

校）、中等（前期が中学、後期が高校）、高等

（大学）の四つに分かれる。初等教育以降の

各課程は概ね６－３－３－４で修了すること

になっている。中等教育以降は上位の教育課

程への進学を前提とした普通教育と卒業後の

就職を前提とした職業教育に分かれる。義務

教育は1986年に制定された義務教育法によっ

て初等および前期中等教育の９年間と定めら

れている。

小学校の就学率（実際の就学児童数／就学

すべき年齢にある児童数）は2005年時点で

99.2％に達する（図表２）。職業中学を含む

前期中等教育への進学率（上位課程の入学者

／下位課程の卒業者）は98.4％である。1990

年時点で前者が97.8％、後者が74.6％であっ

たことから、前期中等教育への進学率の上昇

を受けて、義務教育の完全普及が目前に迫っ

ているといえる。

2005年の後期中等教育への進学率も72.8％
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と高い。普通中学卒業者の41.7％が普通高校

へ、31.1％が中等職業教育機関へ進学する。

1990年の後期中等教育への進学率は40.6％に

過ぎなかったことから、経済発展に伴い農村

においても義務教育以上の教育に対する需要

が高まりつつあることがうかがえる。農村で

は高校に進学することと出稼ぎに出ることの

間には負の相関があることが実証されており

（de Brauw and Giles〔2006〕）、沿海部におけ

る未熟練労働者の不足（農村からの出稼ぎ労

働者は「農民工」と呼ばれ、その不足は「民

工荒」といわれる）には、農村における後期

図表１　学校制度と進学率
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（注） 成人教育および特殊教育を除く。進学率は2005年の当該課程の入学者数／前課程の卒業者数で求めた。かぎ括弧は中国における
一般的な呼称。普通小学校には５年制と６年制があり、前者には４年制、後者には３年制の前期中等教育が対応する。

（資料）中国統計年鑑2006年、OECD（2006）、家近（2005）、小島（2001）、伊澤（1999）より作成
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中等教育の普及が少なからず影響している。

高等教育への進学率も上昇している。2005

年の普通高校から大学等の高等教育への進学

率は76.2％と、普通中学から普通高校への進

学率を遥かに上回る。1990年時点の進学率は

27.3％（注１）（図表２）であったことから、

後期中等教育よりも高等教育の普及が進んだ

ことになる。中国では普通高校への進学が高

等教育への進学を前提になされている（普通

高校への進学が卒業後の就職を目的になされ

ることは少ない）ためである。このため普通

高校は大学進学に備えるための機関としての

性格を強めている。

今日の教育制度の基盤となっているのは

「義務教育法」（1986年）、「教育法」（1995年）、

「高等教育法」（1998年）である。政府は文化

大革命（1960年代後半～ 1970年代前半）後

に教育の正常化をはかったものの、制度化は

1980年代半ば以降にずれ込んだ。農村におけ

る初等教育が人民公社で行われていたため、

教育改革は同公社の解体が完了する1985年ま

で手が付けられなかった。

上の法律の原点は、共産党の「教育体制改

革に関する決定」（1985年）に求められる。

同決定は、①地方政府が主体となって９年制

義務教育を普及する、②中等教育における職

業教育を拡充する、③高等教育における卒業

生就業分配制度（学費を政府が手当てする代

わりに、就職先は政府の配分に従う制度）を

廃止する一方、高等教育機関は募集定員を拡

大するとともに経営の自主性を高めることを

柱とするもので（沈〔2005〕）、今日の教育制

度の基盤となっている。　

1990年代に入ると政府は制度の実現に向け

た行動計画の策定に取り掛かった。1993年に

「中国教育改革と発展概要」、そして、1998年

に「21世紀に向かう教育振興行動計画」を発

表し、①義務教育の普及、②成人の識字率の

向上、③高等教育の拡大に取り組んだ。財政

支出と私費負担を合わせた教育支出（注２）

（以下、教育支出は特にことわりのない限り

財政支出と私費負担をあわせたものをいう）

は両年を境に増加に向かい（図表３）、義務

教育の普及および高等教育の大衆化が短期間

のうちに進められた。

中国の教育政策の成果は国際的にどのよう

に位置づけられるであろうか。図表４はそ

の達成度を、成人識字率、公教育年数、初等
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小学校就学率 前期中等教育進学率
後期中等教育進学率 高等教育進学率
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図表２　就学率および進学率

（注） 後期中等教育は中等職業教育を、高等教育はテレビ大
学を含む。

（資料）中国統計年鑑2006年より作成
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から高等までの就学率、初等課程修了率の６

点で評価したものである。中国は１人当たり

国民所得（Gross National Income; GNI）で低

位中所得国グループに属すため、図表４は同

グループの平均を100として表示した。また、

その他の比較対象として、同じ所得グループ

に属すインドネシア、そして、低所得国グルー

プに属すインドを例示した。

中国は、高等教育の就学率と初等課程修了

率の２点でやや遅れが見られるものの、その

達成度おおむね低位中所得国グループの平均

に近く、「所得水準並み」と評価出来る。国

別にみても、インドはもちろんインドネシア

を上回る水準にあり、「人材強国」とはいえ

ないまでも、それに向けた基盤を整えつつあ

るようにみえる。

２．置き去りにされた教育の質

「人材強国」への脱皮を図るには、質量と

もに先進国に比肩する水準の人的資本を確保

する必要がある。政府は農村における義務教

育の無料化や高等教育の定員拡大を推進して

おり、前述の「所得水準並み」という評価は

早晩「所得水準以上」に上昇することが見込

まれる。第11次５カ年計画において財政支出

だけでGDPの４％の規模を確保するという目

標を明記したことは、「人材強国」を急ぐ政

府の決意の表れとみることが出来る。

では、質はどうであろうか。就学率や進

学率の上昇はいわば量的なものであり、質

を伴っていなければその成果は大きく減殺

される（注３）。ところが、質の計測は非常

に難しい。先進国の場合、OECDなどが実

図表３　GDP比でみた教育支出と１人当たり支出額

（注） 就学者は、大学、普通高校、普通中学、中等職業学校、
特殊教育の在校生を合算して求めた（成人教育、就学
前教育を除く）。

（資料）中国統計年鑑2006より作成
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図表４　達成度の比較

（注） 中国と低位中所得国は2004年値、インド、インドネシア、
低所得国は2005年値。中国の初等課程修了率は、中国
統計年鑑2006年より作成。低所得国は2004年の１人当
たり国民所得が825ドル以下の国、低位中所得国は同
826～3,565ドルの国。

（資料）世界銀行Edustats Webより作成
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施する同一内容の学習到達度調査（Program 

for International Student Assessment; PISA）に

よって学力の国際比較が可能であり、それ

が教育あるいは人的資本の質を測るベース

となっている。中国はこうした国際的なプ

ログラムに参加していないため、ここでは

世界経済フォーラム（World Economic Forum; 

WEF）が作成している国際競争力指標（Global 

Competitiveness Index; GCI）のなかの教育関

係の指数を手掛かりに、中国の教育の質につ

いて検証する。

WEFのGCIのなかには人的資本の成熟度を

はかるために、教育の質と量に関するいくつ

かの指標が設けられている。図表５はそのな

かから質に係わるものを抜き出したものであ

る。「教育制度の質」は「教育制度が経済のニー

ズにどの程度合致しているか」、そして、「数

学・科学教育の質」は「数学・科学教育が世

界的にみてどのレベルにあるか」をそれぞれ

１～７までの７段階で評価したもので、点数

が高いほど評価が高い。中国の「教育制度の

質」（スコア3.0）は下位中所得国の平均（3.1）

と近似しており、「数学・科学教育の質」（4.1）

については同平均（3.6）をやや上回ること

から、ここでも「所得水準並み」という評価

が可能である。

しかし、質における評価が量における評価

と同様に「所得水準以上」へと上昇するか

否かは定かではない。少なくとも、1995年時

点の評価と比較すると、「教育制度の質」に

は目立った改善が見られず、「数学・科学教

育の質」ではむしろ後退している感がある。

2006年と1995年のGCIでは設問の内容と評価

方法が微妙に異なるため（注４）、厳密な意

味での比較は難しいものの、1995年の中国の

「教育制度」は49カ国中45位とインドネシア（42

位）、インド（34位）を下回るなか、「科学と

教育」は17位とインドネシア（26位）、イン

ド（19位）を上回っていたことから判断すれ

ば、質の面で中国が「人材強国」に向かって

いるとは言いがたい。

質に対する評価が低迷していることは、ア

ジアにおいては極めて特異な事例といえる。

量的な達成度で劣るインドネシアは、質では

中国をはるかに上回る水準にある。また、所

得水準で中国に劣るインドも質の高さが際

立っている。両国のスコアは高所得国（2005

年の１人当たり国民所得が10,726ドル以上）

図表５　教育の質

（注） 下位中所得国は１人当たり国民所得が876～3,465ドル
のグループ。括弧は評価対象国125カ国における順位。

（資料）World Economic Forum（2006）より作成
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の平均（「教育制度の質」が4.7、「数学・科

学教育の質」が5.0）あるいはそれを上回る水

準にある。1995年の評価は中国とほぼ同様の

水準にあったことから、両国では質を重視し

た人的資本の強化が図られてきたといえる。

「所得水準以上」の質を実現している国は

東アジアに多い。図表５には含まれていない

ものの、マレーシアは、「教育制度の質」で5.2、

「数学・科学教育の質」で5.5と同国が属す上

位中所得国グループ（１人当たり国民所得が

3,466～ 10,725ドル）の平均（3.6と4.1）を大

きく上回る。タイも同様に4.1、4.5と下位中

所得国グループの平均を上回っている。中国

は、「教育制度の質」ではカンボジア（3.1）、「数

学・科学教育の質」ではベトナム（4.0）に近い。

比較対象をアジアに限定すると中国の教育の

質は「所得水準以下」ということになる。

GCIは各国のビジネスリーダーの評価をま

とめたもので客観性に欠けるという指摘があ

る。しかし、人的資本の不足が中国の経済発

展を阻害する要因になるとする見方は広く共

有されるようになっている。例えば、上海の

米国商工会議所が会員企業へのアンケート調

査に基づいて2005年の経営環境についてまと

めた報告書（Amecham Shanghai〔2005〕）で

は、経営上の問題として「マネジメントレベ

ルの人材不足」が「法律の整合性の欠如」な

ど制度的な問題を上回って１位にランクされ

た。この問題はその後の調査でも常に上位

にランクされており、直近の報告書では「社

会および経済の発展を脅かしかねない要素」

（Amecham Shanghai〔2007〕）と表現される

までになった（注５）。

また、マッキンゼーが行った多国籍企業

の人事担当者に対する調査（Farrell and Grant

〔2005〕）では、エンジニアや会計などの専門

的な知識を必要とする職種で募集を行った場

合、中国では候補者を正式な学位をもった人

に絞り込んでも採用に値する人はその１割に

満たないとされる（図表６）。例えば、中国

では大卒のエンジニアが160万人と世界最大

であるが、多国籍企業で採用出来るレベルの

エンジニアはわずか16万人にすぎない。

３．高まる教育格差への不満

教育の質を問題視する声は国内にも少なく

ない。受験を主眼とした初等・中等教育、そ

して、理論偏重の高等教育に警鐘を鳴らす

専門家は多い。しかし、カリキュラムを見直

図表６　採用条件適合者／求職者

（注）求職者は正式な学位を持った人に限る。
（資料）Farrell and Grant（2005）より作成
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すだけで教育の質が改善するとは到底思え

ない。近年、人的資本の蓄積に悪影響を与え

る問題として重視されているのが教育格差で

ある。図表７に見るようにPISAのデータで

は、国内の学力格差が大きいほど全体の点数

が低いという傾向がある（di Gropello（eds.）

〔2006〕）。所得格差がそのままテストのスコ

アに反映されるためで、人的資本の強化にお

いては、機会の均等化だけではなく質の平準

化が重要であることを示すものといえる。

中国では義務教育の完全普及が視野に入っ

たことから、就学機会における格差はほぼ解

消されている。このため格差を巡る議論の焦

点は就学率から修了率（注６）へと移行して

いる。開発途上国では貧困層の子供を学校に

とどまらせ、無事卒業させることは入学させ

る以上に難しい。このため修了率は教育政策

の成果をより正確に評価する指標になる。修

了率に着目した既存研究は（Dewen〔2005〕、

Lee〔2006〕）、都市農村あるいは地域間の修

了率格差が拡大しており、将来の人的資本

の形成に深刻な影響が及ぶことを指摘して

いる。

はたして修了率格差は拡大しているのであ

ろうか。図表８は課程別の修了率の推移を都

市農村間でみたものである。小学校における

修了率格差はほとんど解消されているが（都

市や県・鎮の修了率が100％を上回るのは農

村からの人口移動によるものと思われるが、

詳細は不明である）、中学校では未だかなり

の格差がある。ただし、いずれの課程も農村

における修了率の上昇を受け、全体としては

改善に向かっている。図表９は同様の変化を

図表７　学力格差とPISAの平均点

（注） 学力格差＝第90百分位の平均スコア／第10百分位の平
均スコア。数値が大きいほど学力格差が大きいことを
示す。

（資料）OECD（2004）より作成
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図表８　課程別および都市農村別にみた修了率

（注） 修了率が100を超えるのは、農村からの人口移動によ
るものと推測される。

（資料）中国統計年鑑各年版
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地域別にみたものであるが、前図と同様の傾

向がうかがえる。過去10年の推移をみれば、

修了率が上昇する一方で、格差が縮小に向

かっていることは明らかで、修了率をベース

に格差論を展開することには無理があるよう

に思われる。

では、教育格差を指摘する人々は問題の一

部に焦点をあてて一方的な主張をしているに

過ぎないのであろうか。『中国社会青書2007』

は彼らの指摘が決して杞憂でないことを示

している。青書によれば、党・政府の幹部は

2006年に解決すべき問題として「教育不公平

問題」を「社会治安」、「所得格差」、「医療」、「汚

職」、「失業」、「社会風紀」に次ぐ７番目に位

置づけている。また、この問題に対する取組

みが不十分であると認識していることも示さ

れている。「教育不公平問題」に対する評価

のうち「あまり進んでいない」、「まったく進

んでいない」という否定的な回答が87.5％に

達し、「医療厚生事業改革」（同92.8％）、「所

得分配の調整」（91.9％）、「失業問題」（91.0％）

に次いで高い。

義務教育の完全普及が目前となり、修了率

格差も縮小に向かっているにもかかわらず、

なぜ「教育不公平問題」が浮上するのであ

ろうか。理由の一つとして格差の焦点が機会

から質に移行していることがあげられる。農

民工子弟の教育問題はその典型例である。都

市の「重点校」とされる進学校に多くの予算

が充てられる一方、出稼ぎ労働者の子供が通

う「民工師弟学校」は政府の認可のない私塾

のような存在であるため、家賃さえ払えずに

閉鎖に追い込まれるところが少なくない（秦

〔2007〕）。前者と後者では授業の質が異なり、

当然、生徒の学力にも大きな差が生じること

となる。

生徒の学力に影響を与える要素は教員／

生徒比率や教員の教育水準など多岐に亘る

が（Hanushek〔1995〕）、中国においては学校

を支える財政基盤の違いが大きい。中西部の

農村では、教員の給与が低いうえ、遅配が恒

常化しているため、そもそも教員のなり手が

いないとされ、都市と同質の教育を期待出来

る環境にない。教育の質は、学校の財政基盤

→教員に支払い可能な給与水準→教員の教育

水準やインセンティブ→授業の質→生徒の学

力という連鎖によって決まっている可能性が
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普通小学 普通中学 普通高校
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図表９　課程別および地域別にみた修了率

（注）括弧の上段は標準偏差、下段は全国平均。
（資料）中国統計年鑑各年版より作成
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高い。

例えば、世銀が内陸の貧困省の一つである

甘粛省の農村を対象に行った調査（Hannum 

and Kong〔2007〕）では、教員の資格を有す

る「公弁教師」の給与が935元（月当たり）

であるのに対し、地方政府が教員不足を補う

ために採用した資格を持たない「民弁教師」

のそれはわずか188元（同）で、「公弁教師」

のクラスはそうでないクラスに比べ数学の点

数が高いことが示されている（注７）。

生徒１人当たりの教育支出は教育の質を左

右する指標になりうる。図表10と図表11は、

小学校と中学校の生徒１人当たりの教育支出

（注８）と１人当たりGDP、そして、農村に

おける同支出と農村純所得を省別にプロット

したものである。両図表からは、教育支出と

１人当たりGDPあるいは農民純所得との間に

正の相関があること、また、回帰線の傾きか

ら農村における支出格差が大きいことがわか

る。2004年時点の省平均でみた１人当たり教

育支出の格差は小学校で11倍、中学校で10倍

と１人当たりGDPの格差の13倍より小さい。

一方、農村における支出格差は９倍と８倍で

１人当たり農民純所得格差の４倍を遥かに上

回る。

「教育不公平問題」が浮上したもう一つの

理由は、義務教育以降、とりわけ高等教育へ

の進学率の格差が鮮明になってきたことであ

る。図表12にみるように、県・鎮および農村

における普通高校への進学率は都市にくらべ

て極端に低い。後述するように、農村の所得

水準では高校の学費を負担することが難しい

ためである。高等教育への進学は、当然のこ

とながら普通高校を経由するため、高等教育

の大衆化は都市住民に偏ったものといえる。

平等であるはずの義務教育における質の格

図表10　省別にみた小学校の教育支出（2004年）

（資料） 中国教育経費統計年鑑2005年および中国統計年鑑
2005年より作成
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図表11　省別にみた中学校の教育支出（2004年）

（注）データの欠落しているチベットは除く。
（資料） 中国教育経費統計年鑑2005年および中国統計年鑑

2005年より作成
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差、あるいは、高等教育への進学率の格差は

以前から存在したはずである。しかし、高等

教育を受ける人が限られていた時代には、そ

れらは問題にならなかった。現在の状況は全

く異なる。高等教育の門戸は広く開放されて

おり、学歴によってフォーマルな労働市場へ

の参入の可否、あるいは参入後の待遇や所得

が大きく左右される。国民の関心が「義務教

育普及後」の問題に向かうのは当然のことと

いえ、党および政府も「教育不公平問題」に

配慮せざるを得ない。

（注１） 中国統計年鑑2006年版より引用した。同年鑑では高
等教育には大学だけではなく、テレビ大学なども含まれ
るとされるが、1990年時点ではその数は限られており、
2005年時点との比較に支障をきたすものではないと考
えられる。

（注２） 図表３の数値は、中国統計年鑑および中国教育経費
年鑑の区分に従えば支出ではなく収入に該当する。し
かも、中国教育経費年鑑に記載された2004年の教育

支出は6,669億元で、収入の7,243億元とは574億元の
乖離がある。しかし、①支出の時系列データの入手が
困難なこと、②支出が収入より少ないことの理由が明
確でないこと（支出は給与、社会保障、建設費、役務
費などから構成されるが、内外の金融機関からの借り
入れに対する返済や内部留保が計上されていない）、
③支出主体の属性（財政か私的負担か）で支出を分
類するOECD統計と平仄を合わせるには収入のデータ
を使う方が望ましいことから、収入を支出に読み替えて
いる。

（注３） 人的資本を労働者の就学年数や義務教育の普及率
などの量ではかると、経済成長に対する人的資本の貢
献度は統計的に有意な説得力を持たないことが多い。
このことは、教育政策が人的資本の強化に、そして、
人的資本の強化が経済発展にどの程度貢献したのか
についての議論が定まらない原因の一つとなっている。
近年では、就学年数を教育の質を表す学力テストの結
果に替えて人的資本の経済発展への貢献度を求める
方が人的資本の説明力が高まるという指摘がなされる
ようになっている（Hanushek and Wöβmann〔2007a〕）。

（注４） 1995年のGCIは、「教育制度」は「教育制度が競争
経済のニーズに合致しているか」、そして、「科学と教
育」は「義務教育で科学は適切に教えられているか」
を６段階で評価したもの。

（注５） ただし、日系企業の場合、この問題は米系企業ほど深
刻に受け取られていない。質問の立て方、人材の現
地化に対する方針、製造業かサービス業かなどの進
出の業態が異なるので単純な比較は出来ないが、国
際協力銀行の調査（JIBC〔2006〕）では、制度的な
問題が上位に入り、マネジメントレベルの人材不足を問
題視している企業は全体の24.5％と第９位にとどまって
いる。ただし、高等教育の就学率で中国を下回るインド
（14.6％）よりもこのことを問題視している企業の割合
が多いことは、教育の質に問題があることを示唆してい
ると言えるかもしれない。

（注６） 修了率は教育課程を決められた年数で修了出来た人
の割合で、例えば、小学校の2005年の修了率は2005
年の卒業者数を1999年の入学者で除して求められる。
ドロップアウト率は修了出来なかった人の割合である。

（注７） 先進国を対象にしたクロスカントリーの実証分析では教
育支出格差は必ずしも学力格差を説明しないとされる
（Hanushek and Wöβmann〔2007a〕）。しかし、一国内
では教科書や授業時間の均質性が高いことから、統
計的に有意な相関が発生したものと考えられる。

（注８） 教育支出は教員やスタッフの給与と校舎の修繕・建設
費用などから構成されるが、概ねその７割が教員の給
与に充てられている。

図表12　普通高校進学率格差（2005年）

（注） 進学率は、2005年の普通高校就学者／同年の普通中学
卒業者で求めた。農村では後期中等教育において職業
教育への進学が選択されるケースが多く、図表12は農
村の後期中等教育への進学率を表すものではない。中
等職業教育への入学者を加味すれば、農村の後期中
等教育への進学率は５割前後に上昇するものと思わ
れる。

（資料）中国統計年鑑2006年より作成
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Ⅱ．深刻化する質と格差の問題

教育の量の拡大が質を伴っていない、ある

いは、質に著しい格差が生じるのが好まし

くないことは誰の目から見ても明らかであ

る。党・政府も問題の重要性を認識している。

2007年８月、胡錦濤総書記は、全国優秀教師

との座談会で「教育の公平を促すことを国の

基本的な教育政策とし、（中略）教育の質の

向上に力を入れる」（注９）とした。質の改

善と格差の是正が「教育不公平問題」の核心

である。以下では、まず、質と格差の問題が

発生した制度的な背景を探る。教育支出の点

からもこの問題を検証し、この問題がどのよ

うな方向に向かうのかを展望する。

１．「丸投げ」の義務教育

義務教育における地域あるいは都市農村間

の著しい支出格差は、地方分権化に伴う財

政制度によってもたらされたものである。中

国では均衡のとれた経済発展を実現するため

に、中央政府が統一的に予算を管理し、豊か

な地域から吸い上げた資金を貧しい地域へ投

入してきた。しかし、この制度のもとでは豊

かな地域に歳入を増やそうというインセン

ティブが働かない。中央政府は地方政府の取

り分を増やすことで沿海部の改革・開放政策

の加速と歳入全体の増加を図ろうとした。「財

政請負制」と呼ばれるこの制度は1980年代に

普及し、財源移転に伴い公共サービスの多く

は地方政府が担うこととなった。

教育にかかわる財政支出もこの流れのなか

にあり、地域あるいは都市農村間で著しい格

差を生むこととなった。1985年の党の「教育

体制改革に関する決定」およびその後の一連

の法律では、義務教育は国務院の指導の下、

地方政府が運営管理と財政支出に責任を持つ

と規定された。しかし、省、市、県、郷のど

のレベルが財政支出を負担するかが明確にさ

れなかったため、それらは慣行に従い末端の

行政主体に移された（注10）。都市では運営

管理を区、財政支出を市が負担するシステム

が、農村では高校は県、小中学校は郷政府が

管理と予算の両方に責任を持つシステムが出

来上がった。

また、義務教育でありながら、経費調達の

多元化を通じて財源の確保を図るように促し

たことも1985年の「決定」以降の制度にみら

れる大きな特徴である。義務教育法では「学

費」の免除が明記されているが、政府は「教

育費付加」と称する税金（注11）を企業に課

して費用を捻出することや「雑費」と称して

就学者を抱える世帯から学費を徴収すること

を認めた。しかし、貧しい農村ではそもそも

徴収の対象となる企業や世帯が少ないため、

農村の貧しさがそのまま教育支出の額に反映

されるようになった。

国務院発展研究センターが湖北省襄陽県を

対象に行った調査では、1990～ 2000年の教
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育支出に占める財政支出の割合は40.7％であ

り、その８割強に相当する34.4％は郷政府が

負担し、県政府、中央・省政府の負担はそれ

ぞれ6.2％と0.1％にすぎなかったとされる（沈

〔2005〕）。こうして貧しい農村では教員への

給与の支払が出来なくなるなどの問題が多発

し、教育の質が著しく低下することとなった。

この問題は都市農村あるいは地域間の所得

格差の拡大に伴い深刻化し、政府は2001年に

「基礎教育の改革と発展に関する決定」を公

布し、農村における義務教育に係わる財政支

出の主な負担者を郷から県へ引き上げること

で問題の解決を図ろうとした。例えば、2003

年の河南省における中央政府を除いた財政に

よる教育支出の67％が県によるものであり、

省、市、郷はそれぞれ15％、12％、６％で

あったとされる（Hong and Xiaolin〔2006〕）。

これが全国的な傾向なのか否かは不明である

が、前述の湖北省のケースと比較する限り、

財政支出主体の行政レベルを上げることで、

財政支出の均等化という目的は達成されたか

のようにみえる。

しかし、県レベルの財政支出にも大きな格

差がある。OECDは県ベースの１人当たり財

政支出の格差は省ベースのそれよりも大きい

としている（OECD〔2005〕）。実際、2004年

の県ベースの１人当たり財政支出をみるとば

らつきが大きい（図表13）。予算外収入の影

響が大きいため、支出の多寡と１人当たり

GDPに明確な相関があるわけではないが、１

人当たり財政支出を基準に10のグループに分

けると、第１十分位の平均支出が354元であ

るのに対し、第10分位のそれは2,621元と両

者の間には7.4倍の格差がある（図表14）。

図表13　県ベースで見た予算支出の散らばり
（2004年）

（注） 資料からデータが有効な2004の県のデータをプロット
したもの。

（資料）All China Database
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図表14　県ベースで見た１人当たり財政支出
（2004年）

（注） 十分位への分類は県の１人当たり財政支出によって
行った。図の支出額は各分位に属す県の財政支出の
合計額を人口の合計額で除して求めた加重平均値で
ある。

（資料）All China Detabaseより作成
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また、2001年の「決定」は県を超えた１人

当たり財政支出の均等化を図ることを目的と

していないことから、都市農村および沿海内

陸間の格差は残されたままである。地域の財

政力によって享受出来る公共サービスが異な

るという現象は、教育だけでなく医療や社会

保障など生活に直結する行政サービス全般に

見られるもので（OECD〔2005〕）、教育の質

における格差の問題は、「丸投げ」に等しい

地方分権制度と公共サービスのあり方を問う

ものといえる（三浦〔2005〕）。

２．市場化した高等教育

量の拡大が質を伴っていないという問題は

高等教育においても顕在化している。この

背景には高等教育への市場原理の導入があ

る。市場経済化に伴い高等教育機関の運営理

念が大きく変化した。卒業生就業分配制度の

廃止に伴い、大学は政府にエリートを提供

する役割を終えた。これにより補助金が減少

し、大学は自らの努力で財源を確保すること

を求められるようになり、学費の徴収を始め

ると同時に「校弁企業」と呼ばれる学校が経

営に携わる企業を設立するようになった。高

等教育の大衆化はこの市場化によって可能

となり、1990年代後半から急ピッチで進んだ

（図表15）（注12）。

市場化は高等教育機関の資金力を高めると

ともに企業の技術を取り込む契機となり、一

部の大学は世界的にみても見劣りしない存在

図表15　高等教育入学者および卒業者数

（資料）中国統計年鑑2006年より作成
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となった。英誌 The Timesによる2007年の世

界大学ランキングでは、上位200校のなかに

中国から北京大学（36位）、精華大学（40位）

など６校が入っている（注13）。人口規模や

発展段階の問題もあり、単純な比較は出来な

いが、日本の11校、韓国の２校と比べて見劣

りするものではない。

しかし、こうした好循環が全ての大学で起

きているわけではない。多くの大学は募集

定員の拡大によって財源の確保を図ったも

のの、教員や設備を拡充する余裕はなかっ

た。この結果、１校当たりの学生数と専任

教員１人が抱える学生数が急激に増加した

（図表16）。いずれも初等および中等教育では

見られない現象である。学生数の増加によっ

て、教員にもはや一人一人を指導する余裕は

なく、実験や実習が必要とされる授業でも理

論中心とならざるを得ない。教育の質が低下

するのは当然のことであった。

この問題を象徴するのが独立学院である。

独立学院とは、大学が自らあるいは企業や

地方政府から資金や土地の提供を受けて国公

立大学の内部に設立する国有民営大学ともい

えるもので、その名の通り国公立大学とは別

の独立した法人格を有する。1990年代の中頃

から都市部を中心に設立されるようになり、

2005年時点で295校、107万人の在校生がおり、

高等教育機関に在籍する学生の6.9％が独立
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図表16　生徒／専任教員比率（左）と生徒／学校比率（右）

（資料）中国教育統計年鑑2006年
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学院に属している計算になる。

独立学院は国公立大学の定員枠から漏れた

高校生の受け皿として急速に普及してきた。

学費が高いにもかかわらず学生を集めること

が出来た背景には、本来、国公立大学とは別

の法人でありがら、卒業証書には設立の母体

となった国公立大学の名前が記載されるとし

て、学生の募集を行ったことがある。独立学

院は、財政支出を伴わずに高等教育の大衆化

を図れることから、教育省もこれを黙認した。

しかし、2003年以降、教育省は卒業証書に

母体となる国公立大学の名前を記載しないよ

う指導を強化した。高い学費と引き換えに就

職に有利な「国公立大学」並みの学歴を得る

（注14）ことを前提に入学した学生にとっては、

まさに「約束が違う」話であり、いくつかの

独立学院で暴動が発生した（藤森〔2007〕）。

直近では、2007年７月、福建省の泉州仰恩大

学で学生数百人が暴動を起したと報道されて

いる（注15）。

学生の不満は卒業証書の問題にとどまら

ず、授業の質にも向けられている。独立学

院では、「職工」と呼ばれる教職員１人当

たりの学生数および専任教員１人当たりの

学生数がその他の大学に比べ際立って多い

（図表17）。独立学院は高等教育の大衆化が

質の劣化を随伴したことを示す典型といえ

よう。

３．限られた教育支出

質の問題が顕在化することは教育支出の規

模の点からも不可避であったといえる。図表

18はGDP比でみた教育支出の規模を国際比較

したものである。発展段階と教育支出の規模

の間に明確な相関が見て取れるわけではない

図表17　 「職工」および専任教員１人当たり学
生数（2005年）

（注）「職工」は教員と職員の双方を含む。
（資料）中国教育統計年鑑2005年より作成
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図表18　教育支出比較

（注）各国のデータは2002～2004年のもの。中国は2004年値。
（資料） 中国統計年鑑2006年および世界銀行Edustats Web

（http://www1.worldbank.org/education/edstats/index.html）
より作成
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ものの、中国は4.5％とインドと同水準にと

どまっており、教育に高い優先順位が与えら

れているとはいえない。むしろ、1998年以降、

教育支出の増加をはかったにもかかわらず

（前出の図表３参照）、未だこの水準にとどまっ

ているということは、いかに教育が軽視され

ていたかを物語るものといえる。

中国に限らず、少ない予算で機会の均等化

と質の確保という二つの目標を達成すること

は困難である。85カ国を対象にしたクロスカ

ントリーデータに基づく実証研究（Thomas, 

Wang and Fan〔2000〕）では、就学年数の上昇

はある時期まで機会の不平等を伴い、さら

なる就学年数の上昇によりそれは解消に向か

うとされている。所得水準と所得分配の関係

を論じたグズネッツの逆U字曲線が教育にも

当てはまるという主張で、多くの国で限られ

た予算が質の確保に向けられ、機会の均等化

が犠牲にされてきたといえる。もっぱら量の

拡大に重点を置いてきた中国で質の劣化が始

まったのは無理もないことであった。

一方、教育支出の構成に着目するとなぜ格

差の問題がクローズアップされるようになっ

たかが理解しやすい。そこには学費の急騰と

いう家計を取り巻く環境の変化がある。図表19

は教育支出を財政負担と私的負担に分けて比
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図19　教育支出の比較

（注） 各国のデータは2002～2004年のもの。中国は2004年値で、支出全体から財政支出を引いたものを私的負担とした。掲載した国は
資料から主だったものを抜粋したもので、順位を表すものではない。

（資料）中国統計年鑑2006年および世界銀行Edustats Web（http://www1.worldbank.org/education/edstats/index.html）より作成
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較したものである。支出全体に占める私的負

担の割合を求めると、中国は37.8％と、チリ

（47.8％）、韓国（39.1％）についで高い。た

だし、この私的負担には学校を経営する個人・

社会団体の出資や寄付など私的部門（Private 

Sector）からの支出の全てが含まれる。中国

の場合、私的負担に占める学費の割合は半分

に過ぎず、そのほとんどが学費となっている

その他の国に比べ、家計の負担が際立って重

いとはいえない。

問題は学費の急激な上昇に伴う負担感の高

まりにある。教育収入は1991～ 2004年の間

で9.9倍に増えたが、その財源別の内訳を見

ると、財政が7.2倍の増加であるのに対し、「雑

費」と称して初等教育段階から徴収される

学費は41.6倍の増加となっている（図表20）。

学費の上昇は所得の伸びを遥かに上回り、そ

の一方で所得格差が著しく拡大したことか

ら、低所得階層における教育費の負担感の

高まりは想像を絶するものがある。「教育不

公平問題」に国民の関心が向かうのは当然で

ある。

「教育不公平問題」を解決するには、「丸投

げ」の地方分権や自主財源確保を前提とした

教育機関の運営にかかわる制度を根本から見

直すことが不可欠である。第11次５カ年計画

および同計画を具体化した「国家教育事業発

展要綱」（2007年）（注16）では、財政による

教育支出をGDP比４％に引き上げ、中央およ

び省政府から財政状況の厳しい県への補助金

の増額、そして、教育機関の費用徴収の規範

化が明記された。それらが制度の見直しを視

野に入れたものか否かは定かではないが、財

政支出が４％に引き上げられれば「教育不公

平問題」は緩和に向かう可能性がある。

しかし、近年の財政支出の推移を見ると、

そうした楽観的な見方は現実を反映したもの

ではないことがわかる。図表21は教育支出全

体とそのうちの財政支出がGDPに占める割合

を見たものである。財政支出の割合は、2002

年の2.9％をピークに低下し、2005年時点で

も2.8％に過ぎない。GDP比４％という目標

は、2006年に採択された第11次５カ年計画中

のものであり、今後上昇に向かう可能性がな

いわけではない。とはいえ、この目標は実は

1998年の「21世紀に向けた教育振興行動計画」
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�����
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�����
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合計 財政
私費（学費） 私費（その他）

（年）

図表20　教育収入の財源別内訳（1991年＝100）

（注） その他は、団体・個人の出資、党の関係組織の寄付な
どの合計。

（資料）中国統計年鑑2006年より作成
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に記されていたもので、決して目新しいもの

ではない。しかも、同行動計画が「2010年ま

で」と期限を明記したのに対し、５カ年計画

は「段階的に」と達成の期限を曖昧にしてい

る。質と格差の問題が改善に向かう道筋はな

かなか見えてこない。

（注９）人民日報日本語版2007年８月31日「胡錦涛国家主席、
教育の発展を優先と強調」（http://j.peopledaily.com.cn/
2007/08/31/jp20070831_76144.html）

（注10）初等および中等教育は、都市の場合は地方政府、農
村の場合は人民公社によって運営されてきた。都市部
では運営に必要な経費が財政で賄われ、教員も「公
弁教師」の資格を有する公務員であったのに対し、農
村では人民公社がほとんどの経費を賄うことになってい
たため、「公弁教師」は少数派で、多くの教員は人民
公社から給与を貰う「民弁教師」であった（沈〔2005〕）。

（注11）教育費用を確保するために付加価値税、消費税、営
業税の三税の税額に一定比率を掛けて追加徴収され
るもの。農村では2004年に廃止された。

（注12）教育法は「民力」と称される私立学校の設立を認め
ている。しかし、教育課程別に在校生と学校数に占
める私立の割合をみると、2005年時点で、幼稚園が
30.6％、55.3％、普通小学が3.5％、1.7％、普通中学が
0.6％、7.4％、普通高校が9.4％、19.7％、大学が6.7％、
14.0％である。私立は隙間市場の就学前教育におい
て一定の役割を果たしているにすぎない。2000年まで

は1,000校程度しかなかった高等教育機関は2001年か
ら毎年200校のペースで増加しているが、学生数の増
加に対応したものではないため、１校当たりの学生数を
引き下げる効果はない。

（注13）評価が前述図表６と合致しないのは、評価において企
業よりも学者の意見が重視されていること、また、有名
大学の学生が海外留学から帰国しないことなどの理由
が考えられる。

（注14）例えば、OECD（2005）では短期大学よりも４年制大学
の卒業生の方が、また、地方政府よりも教育省が管轄
する大学の卒業生の方が就職率が高いとされている。

（注15）大紀元Web（http://jp.epochtimes.com/jp/2007/07/html/
d81015.html）参照。

（注16）教育部Web（http://www.moe.gov.cn/edoas/website18/
info28667.htm）参照。

Ⅲ． 教育は和諧社会の実現を促
すか

人的資本の蓄積をはかることが教育政策の

本来の目的である。「人材強国」の目的が短

い時間でより高い教育水準の人をより多く生

み出すことにあるとすれば、教育政策の重点

を沿海や都市に置いた方が効率的である。し

かし、世帯を単位としてみれば、教育は上方

への階層移動を指向した投資行動（注17）で

あり、教育政策はそうした投資行動に対する

政府の介入にほかならない。介入の度合いが

異なることによって投資の機会や収益率に差

が出ることは好ましくない。教育政策に公平

性が求められる所以である。

こうした観点からみれば、公平性は「人材

強国」の実現可能性を左右する重要な要素で

あるといえる。親の所得や生まれた地域が子

供の階層を決定する固定化された社会か、あ

図表21　教育支出の内訳

（資料） 中国統計年鑑2006年および2005年全国教育経費執行
状況統計広告より作成
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るいは、両者の間に教育が介在することに

よって階層移動が期待出来る社会かによって

世帯の教育投資に対するインセンティブは全

く異なる。教育投資が政府と家計の共同投資

である以上、世帯に教育投資に対するインセ

ンティブが備わっていなければ「人材強国」

の実現はおぼつかない。

教育が所得階層の移動を促す機能を持つか

否かは、所得格差の許容限度、ひいては社会

の安定性を左右する。教育によって上位の所

得階層への移動が可能な社会では、所得格差

が大きくともそれが大きな社会問題に発展す

る可能性は少ないが、逆の社会では、所得格

差の拡大が社会の不安定化に直結する。教育

は共産党が掲げる「和諧社会（調和のとれた

社会）」実現の成否に大きな影響を与える政

策といえ、その階層移動機能を高めることで

社会の安定化をはかることが教育政策に課せ

られたもうひとつの課題といえる。

教育が階層移動を促す機能を備えているか

否かは、教育投資に対するインセンティブの

高低によってはかることが出来る。以下では、

まず、中国における教育投資に対するインセ

ンティブが極めて高いことを示し、なぜその

ようなインセンティブが与えられたのかを明

らかにする。次に、インセンティブの高まり

に応じた教育投資がなされ得るのか否かを所

得格差の拡大を踏まえて検証する。そして、

教育投資の収益率が過大評価されており、今

後、教育投資に対するインセンティブが低下

する可能性を指摘する。

１．高まる教育投資のインセンティブ

中国では、学費の高騰にもかかわらず、後

期中等教育および高等教育への進学率が高

まっている。こうした進学熱の高まりは、生

徒の意識にも反映されている。例えば、日米

中の三カ国の中学生を対象にした調査では、

「どこまで進学したいか」という質問に対し、

「大学以上」と回答した割合が最も高かった

のは中国（91.1％）で、日本（42.3％）とア

メリカ（76.7％）を大きく引き離している（財

団法人日本青少年研究所〔2002〕）。高校生に

ついても同様の傾向があり、「若いうちに高

学歴を得ておきたい」という設問に首肯する

人の割合（注18）は中国が94.0％に達し、日

本（61.8％）、アメリカ（91.3％）を上回る（財

団法人日本青少年研究所〔2005〕）。

上の調査は一部の都市の生徒を対象にした

ものであるが、中国ではかつての日本と同様

に、広い範囲で学歴が上位の所得階層への移

動を可能にする装置と見なされているようで

ある。『中国社会青書2007』では、貧困者に

富裕者が富裕たる理由を聞いたところ60.8％

が「高学歴」と回答した（図表22）。実際、

都市の家計調査をもとにした実証研究の多く

は（Liu, Park and Zhao〔2007〕、Yang〔2005〕、

Zhang, Zhao, Park and Song〔2005〕、Heckman 

and Li〔2003〕、Maurer -Fazio〔2002〕）、1990

年代半ば以降、就学年数の伸長による賃金
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の引き上げ効果、つまり教育投資の収益率

（注19）が高まったことを明らかにしている（図

表23）。なかでも、高等教育の収益率の上昇

は目覚しく、教育投資に対するインセンティ

ブが高まった背景にはこの学歴間賃金格差の

拡大がある。

学歴間の賃金格差が拡大した理由としては、

改革開放政策によって労働市場が本来の機能

を取り戻したことが大きい。都市における就

業人口の多くが国有企業に属している時代に

は、賃金格差が限定的であったため、教育投

資の収益率は低く（Fleisher and Wang〔2004〕）、

むしろ高学歴者の賃金が低学歴者のそれを

下回る「脳体倒掛」といわれる状態にあっ

た。しかし、1990年代に入ると産業構造の

高度化と就職先の多様化が進み、賃金を決

定する要因として個人の能力＝学歴（注20）

が重視されるようになったため、高学歴

者が高賃金を獲得することが可能になった

（Chunbing〔2006〕、Appleton, Song, and Xia

〔2005〕）。

教育投資のインセンティブの高まりは都市

に限った現象ではない。農村における家計

調査によれば、就学年数を引き上げると農

業外の就業機会を見つけやすくなり、収入

が上昇するとした実証研究は多い（de Brauw 

and Rozelle〔2006〕、 Zhu and Luo〔2006〕、

de Janvry, Sadoulet and Zhu〔2005〕、Zhang, 

Huang and Rozelle〔2002〕、Yang〔2000〕）。

内陸開発の進展や都市・沿海への人口移動に

よって農民の就業機会が増えることはあって

も減ることはなかろう。農村でも教育投資に

対するインセンティブが高まるのは自然のこ

とといえる。

需要側だけでなく供給側を取り巻く環境の

図表23　教育が所得に与える効果

（注） ミンサー方程式に性差および地域ダミー変数を入れて、
就学年数の増加が所得（自然対数）に与える効果を推
計したもの。

（資料）Zhang, Zhao, Park and Song（2005）より作成
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図表22　貧困層が考える富裕者が富裕である理由

（注）面接調査。対象者は7061人。
（資料）中国社会青書2007より作成
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変化も大きい。かつては就学機会そのもの

が貴重であり、どのような学歴を獲得するか

を国民が自らの意思に基づいて設計する余地

はなかった。しかし、義務教育の普及と高等

教育の大衆化が進んだ今日では、資金と能力

さえあれば高等教育に進学することが可能で

ある。需要と供給、いずれの側をみても教育

投資へのインセンティブは高まる一方とい

える。

２．地域による格差の悪循環

問題はインセンティブの高まりに応じた教

育投資が実際になされるか否かであるが、こ

れを楽観視することは出来ない。教育費の

家計負担の増加と所得格差の拡大が同時に進

んでいることは、収益率の高さを認識しなが

らも、所得が制約となり教育投資が出来ない

世帯が増えつつあることを暗示している。学

力テストの格差が大きい国は所得格差も大

きいという研究があるように（Hanushek and 

Wöβmann〔2007a〕）、中国でも所得格差が教

育格差を生み、それが再び所得格差に転嫁さ

れるという悪循環、つまり、教育を通じた所

得階層の固定化が始まる可能性がある。以下

では、まず地域を軸にこの問題を検証する。

中国では義務教育の完全普及が目前に迫っ

たことから、進学率の地域間格差が顕在化す

るとすれば後期中等教育以降である。図表24

は地域別の１人当たりGDPと普通高校への進

学率を、1992年と2005年の二時点で比較した

ものである。進学率そのものは上昇している

ものの、1991年時点では15～ 30％の範囲に

収まっていた格差が2005年には30～ 65％に

拡大している。また、進学率と１人当たり

GDPとの間に相関が発生していること、つま

り、所得の多寡に応じて進学率が左右される

ようになってきたことが認められる。

後期中等教育がもはや義務教育でない以

上、貧しい地域の進学率が豊かな地域に劣る、

つまり、地域間の所得格差が進学率に反映さ

れるのはやむをえないという指摘は国内にも

ある。実際、高校は小中学校に比べ財政負担

の割合が低く、農民にとっては学費の負担が

中学校の７倍に膨らむ（図表25）。こうした

ことから、世帯の資金力によって普通高校進

学の可否が決まり、中学生の高等教育への進

学は都市と農村、あるいは、沿海と内陸で二

図表24　１人当たりGDPと普通高校進学率

（資料）中国統計年鑑1992年および2006年より作成
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分化されることになる。

後期中等教育に対する需要は、所得だけで

はなく義務教育における質の格差によっても

左右される。例えば、国連の甘粛省の中学生

を対象にした調査（Hong and Xiaolin〔2006〕）

によれば、ドロップアウトした生徒の74％

がその理由を「成績不良、勉強が嫌い」とし

ており、「働く必要があった」（12％）、「貧し

く学費が払えない」（９％）を大きく上回る。

貧困に起因する回答の割合が低いことに意外

な印象を受けるが、質の悪い授業が勉強意欲

を削ぎ結果的に進学率が低下するという問題

は表面化していないだけで、想像以上に深刻

なのかもしれない（注21）。

学歴間の賃金格差の拡大にみられるよう

に、教育格差は所得格差と深い関係がある。

拡大しつつある地域あるいは都市農村間の

所得格差が何によってもたらされているか

を明らかにした実証研究は多く、用いられ

るデータやモデルは様々であるが、就学年数

の多寡が所得格差を説明する要因の一つであ

るというのが共通した結論である（Fleisher, 

Li and Xhao〔2007〕、Xiaolu〔2006〕、Reutter

〔2006〕、Wan, Lu and Chen〔2006〕、Yang 

and Meiyan〔2005〕、Wan and Zhou〔2004〕、

Sicular, Ximing, Gustafsson and Shi〔2007〕）。

就学年数の伸びが不均等であれば所得格差の

拡大を、均等であれば是正を促す効果がある

といえる。

1990年代は内陸や農村の方が就学年数の伸

びが高く、教育は地域間の所得格差の是正に

作用した。例えば、省毎の就学年数の伸びを

比較すると、四川省が10.5％、陝西省が7.1％

であったのに対し、北京市はわずか0.8％で

あった（Zhang, Zhao, Park, Song〔2005〕）。沿

海や都市では義務教育がほぼ充足されていた

のに対し、内陸や農村では義務教育の普及に

よって就学年数を伸ばす余地があった。地域

間の所得格差に何が影響を与えるかを分析し

た研究では（Wan, Lu and Chen〔2006〕）、教

育が格差を是正したとはいえないものの、そ

の影響は中立的で（図表26）、格差の拡大は

むしろ資本ストック、FDI（外国直接投資）、

貿易、改革など地域の属性によるものである

とされている。

しかし、今後、教育は地域間の所得格差拡

大を促す方向に作用しそうである。義務教育

図表25　１人当たりの学費と財政負担（2004年）

�����

���
���

���

��� ��� ��� ��

�����

����� �����

�����

���
�����

�����

���

�

�����

�����

�����

�����

�����

�����

�����

平均 都市 農村 平均 都市 農村
大学 高校 中学校 小学校

学費 財政

(元）

（注） 収入の中の学費および予算内経費を在校者数で除して
求めた。

（資料）中国教育経費統計年鑑2005年より作成
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資本ストック 従属人口比率 教育
（就学年数）

政府
（1人当たり
財政支出）

FDI
（1人当たり

FDI）

貿易
（貿易／GDP

比率）

改革
（民間就業者

比率）

都市化
（非農業人口

比率）

地理ダミー
（沿海／内陸）

＜ジニ係数の内訳、絶対値＞

1987 0.021 0.006 0.010 0.021 0.007 0.019 0.018 0.029 0.028 

1988 0.023 0.006 0.011 0.021 0.008 0.020 0.017 0.028 0.029 

1989 0.024 0.006 0.011 0.021 0.009 0.021 0.017 0.028 0.029 

1990 0.026 0.005 0.013 0.021 0.010 0.022 0.018 0.028 0.030 

1991 0.026 0.005 0.011 0.020 0.010 0.022 0.018 0.028 0.030 

1992 0.027 0.006 0.012 0.020 0.011 0.021 0.019 0.027 0.031 

1993 0.029 0.006 0.011 0.020 0.011 0.021 0.021 0.027 0.031 

1994 0.030 0.006 0.011 0.024 0.012 0.022 0.024 0.026 0.032 

1995 0.033 0.006 0.011 0.027 0.013 0.022 0.027 0.026 0.032 

1996 0.035 0.006 0.011 0.027 0.014 0.023 0.028 0.026 0.033 

1997 0.036 0.006 0.011 0.029 0.014 0.024 0.029 0.025 0.033 

1998 0.037 0.005 0.011 0.029 0.014 0.024 0.026 0.025 0.033 

1999 0.038 0.002 0.011 0.029 0.015 0.029 0.030 0.025 0.032 

2000 0.038 0.001 0.009 0.030 0.014 0.030 0.032 0.024 0.032 

2001 0.039 0.002 0.010 0.028 0.015 0.030 0.031 0.024 0.032 

＜ジニ係数の内訳、構成比、％＞

1987 13.49 3.85 6.56 13.35 4.45 11.66 11.03 17.92 17.69 

1988 14.16 3.73 6.47 13.06 5.08 12.11 10.38 17.36 17.63 

1989 14.67 3.34 6.38 12.59 5.49 12.42 10.43 17.05 17.62 

1990 14.92 3.16 7.40 11.97 5.60 12.70 10.45 16.46 17.34 

1991 15.39 3.10 6.24 11.91 6.04 12.67 10.64 16.40 17.61 

1992 15.90 3.29 6.25 11.44 6.32 12.19 10.91 15.97 17.74 

1993 16.04 3.23 6.96 11.29 6.30 11.81 11.87 15.26 17.23 

1994 16.19 3.37 5.74 12.57 6.66 11.51 13.07 13.92 16.98 

1995 16.72 3.05 5.80 13.51 6.75 10.96 13.85 13.12 16.23 

1996 17.18 2.93 5.39 13.59 6.71 11.33 13.98 12.75 16.13 

1997 17.30 2.69 5.32 14.20 6.81 11.66 13.94 12.20 15.88 

1998 17.95 2.55 5.26 14.43 7.07 11.89 12.54 12.28 16.04 

1999 18.08 0.81 5.10 13.72 6.94 13.77 14.28 11.92 15.38 

2000 17.82 0.49 4.38 14.37 6.85 14.17 15.27 11.44 15.20 

2001 18.37 0.90 4.77 13.32 6.98 14.34 14.77 11.44 15.12 

図表26　省別の１人当たり所得をベースにしたジニ係数の構成

（注）ジニ係数の絶対値の合計は、一般に言われるものより低いが、これは所得を地域毎の物価でデフレートしたためである。
（資料）Wan, Lu and Chen（2006）より作成
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の完全普及が目前に迫ったことで、地域の平

均就学年数を左右するのは後期中等教育以上

の普及率になるからである。高等教育への進

学が都市や沿海の世帯に限られるという構図

が定着すれば、地域間の所得格差は教育を通

じて増幅されることとなる。実際、特許取得

件数をもとに地域毎のイノベーション能力を

測定した実証研究（Fan and Wan〔2006〕）で

は、2000年を境にイノベーション能力の格差

が拡大に向かっており、教育（労働者の平均

就学年数）はそれを促す要因のひとつとされ

ている。

３．格差の世代間継承

次に所得階層を軸に所得格差と教育格差が

どのような相互作用を及ぼしているかをみ

る。地域が格差再生産の水平軸とすれば、所

得階層は垂直軸に相当する。中国の教育支出

における家計負担は他国に比べて際立って重

いとはいえないものの、それはあくまでも平

均値による比較である。中国の所得格差は世

界的にみても高い部類に入ることから、世帯

の所得水準が教育投資にどのような影響を与

えるかについては、所得階層間の格差を踏ま

えて分析する必要がある。

前節でみた地域間の所得格差は、１人当た

りGDPをベースにすると最高の上海市と最低

の貴州省で、1991年が7.4倍、2005年が10.1倍

である。同様の遡及が可能な都市家計調査で

可処分所得をベースに所得階層間の格差をみ

ると、上位10％と下位10％の格差は1990年が

3.9倍、2005年が9.1倍である。地域と同様の

ことが所得階層間でもおきているとみるのが

自然であろう。前述した農民工子弟の教育問

題がその典型であるが、教育による所得階層

固定化の効果は、格差拡大のペースが早く、

目に見えやすい都市の所得階層間で顕在化し

やすい。

所得階層別の高校への進学率を示すデータ

はないものの、都市の家計調査から世帯の子

供の数と在籍している教育課程を特定し、そ

こに地域の教育課程別の１人当たり支出を掛

けて所得階層毎の教育支出（財政と私的負担

の両方が含まれる）の実態を明らかにした研

究（Gao〔2006〕）では、所得が多い階層ほ

ど教育支出が多いことがわかる（図表27）。

世帯当たりの子供の数が少ないにもかかわら
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教育支出(左軸）
世帯当たりの子供（��歳以下）の数（人）
世帯主の学歴が大学以上の世帯（％）

（元） （人、％）

図表27　教育支出の配分（2002年）

（資料）Gao（2006）より作成
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ず支出が多いのは、後期中等教育の課程に在

籍する子供の割合が高いためである。また、

図表27をみると、所得が高くなるほど世帯

主の学歴も高くなる傾向があり、所得と教育

の世代間継承が始まっている可能性がうかが

える。

実際の教育支出の負担は所得階層によって

どの程度異なるのであろうか。図表28は図

表25の学費のデータをもとに都市および農村

において教育支出が消費支出に占める割合を

所得階層別および教育課程別に見たもので

ある。経済発展の度合い、教育を含む社会政

策の制度設計、世帯当たりの子供の数などに

よって教育費負担の許容限度が異なるため、

負担の高低を判断する基準をどのように設定

するかは非常に難しい問題である。一例とし

て、OECD諸国のなかでも家計における教育

支出の割合が高いとされる日本の７％（文

部科学省〔2004〕）を基準として採用すると、

中国では高校以降の学費が高く、農村では

中学、都市でも高校が負担の限界であるとい

える。

しかも、実際の値は、農村については、一

人っ子政策が厳格に適用されていないため、

２人の就学者を抱えているケースが想定され

ること、また、第１五分位に属す世帯は純収

入を上回る消費支出があること（政府からの

補助金を受けているため）から図表28よりも

高くなるはずである。また、都市農村ともに

遠方の学校に通わせるための仕送りが含まれ

ていない。その影響は学校へのアクセスが

困難な地域、つまり、都市より農村、高所得

階層より低所得階層が大きいと見る必要があ

る。所得階層固定化の勢いは強まりこそすれ

弱まることはないようにみえる。

４．「勘違い」が支える教育投資

これまでの議論を整理すると一つの疑問が

生じる。それは、教育の階層固定化機能が

地域と世帯の両方で強まっているにもかかわ

らず、なぜ教育投資に対するインセンティブ

が低下しないのかということである。中等職

業教育を含む後期中等教育への進学率は７割

に達する（前出の図表２参照）。仮に、都市

と農村の人口比を２：３、中等職業教育の費

用が普通高校と同じで後期中等教育に進学出

第1五
分位

第2五
分位

第3五
分位

第4五
分位

第5五
分位

都市

ケース1：小学生 2.8 2.0 1.6 1.3 0.9 

ケース2：中学生 7.2 5.1 4.1 3.4 2.2 

ケース3：高校生 7.4 5.2 4.2 3.5 2.2 

ケース4：大学生 43.3 30.7 25.0 20.5 13.1 

農村

ケース1：小学生 1.7 1.5 1.2 1.0 0.7 

ケース2：中学生 2.0 1.7 1.5 1.2 0.8 

ケース3：高校生 14.4 12.1 10.3 8.6 5.7 

ケース4：大学生 84.6 71.4 60.7 50.6 33.6 

図表28　 世帯の消費支出に占める教育支出の割
合（2004年）

（注） 世帯の消費支出は1人当たり消費支出に世帯人数を掛
けた総消費支出、教育支出は図表24から引用。

（資料） 2005中国城市（鎮）生活及び価格年鑑、中国農村住
戸調査年鑑2005、中国教育経費統計年鑑2005年より
作成
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来るのは農村の第５五分位に限られるとみれ

ば、進学率は５割弱程度にとどまるはずであ

る。実際には、中等職業教育にかかる学費は

610元と普通高校より高く、また、世帯当た

りの子供の数は農村の方が多いことから、後

期中等教育への進学率は５割を下回ってもお

かしくない。

理由の一つとして教育投資の収益率の過大

評価がある。義務教育の普及と高等教育の大

衆化、そして、経済成長に伴う所得の上昇に

よって、子供の学歴と所得が親のそれを上回

る世帯も少なくない。親からみれば教育が所

得を引き上げたようにみえるため、教育投資

の収益率は地域や世帯の属性といった教育以

外の要因も含めてカウントされるという「勘

違い」によって高まった可能性がある。この

ことは、前出の図表22でみたように、貧困者

に富裕者がなぜ富裕であるかという問いに対

する答えのなかで親の学歴や所得を表す「家

族背景」が極端に低く位置づけられているこ

とと符号する。

日本は中国と逆の状況にある。日本では有

名大学への合格者の大半は有名な私立の中高

一貫校が占め、同校の合格者の大半を大手進

学塾の生徒が占める。塾と私学に通う学費を

負担出来る世帯は限られるため、親の所得が

子供の学力、ひいては、学歴に与える影響は

以前にも増して大きくなってきたとされる。

世帯の所得が子供の学力に影響を与えるとい

う現象は「学歴社会」が叫ばれるようなった

時代から存在していたはずであるが、「失わ

れた10年」で所得の伸びが低迷したことがこ

の問題に火をつけるきっかけになったという

（松繁〔2007〕）。

所得と学歴が右肩上がりの中国では、所得

階層の世代間継承の事例が見えにくく、「家

族背景」が低く位置づけられるのは当然のこ

とといえる。実際、この問題を分析した実証

研究（Li, Wai, Ma and Zhang〔2005〕）では、

教育の収益率は極端に低い。この研究は一卵

性の双子の所得や就学年数が組み込まれたパ

ネルデータを使って、双子を考慮しない場合

の教育投資の収益率が8.4％であるのに対し、

双子を考慮した場合の収益率は2.7％に低下

するとしている。双子は家族背景が同じと見

なせるので、教育の純粋な所得引き上げ効果

は2.7％しかないということになる。所得の

高い人は教育によってそれを手にしたのでは

なく、世帯の属性が影響したに過ぎないとい

うのがこの研究の結論である。

経済成長が続く限りこの「勘違い」は続く

のであろうか。答えは否である。まず、高

等教育を受けた人材の需給ギャップの拡大が

ある。大学生の失業問題は大きな社会問題と

なっており、ある調査では４年制大学の学生

の69％が月給2,000元でも就職したいとして

いる（注22）。一方、労働社会保障省の調査（注

23）では、未熟練労働者不足の影響で農民工

の月給が1,000～ 1,500元まで上昇したとされ

ている。低学歴者の供給不足、高学歴者の供
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給過多という状況は今後も続くものとみられ

（三浦〔2007〕）、高等教育投資の収益率、つ

まり、インセンティブは大きく低下する可能

性がある。

大学進学率が低迷していること（前出の図

表２）や富裕者が富裕たる所以として「不当

な手段による金儲け」が「高学歴」の次にラ

ンクされていることは（前出の図表22）、収

益率の見直しが進んでいることを示している

のかもしれない。教育投資に対する「期待」

が「幻滅」に変わることの影響は計り知れな

い。これまでの教育政策を成り立たせていた

前提条件－経済成長によって教育投資に対す

るインセンティブが高くなるため、費用を家

計に押し付けても、就学年数は上昇する－が

崩れれば、教育を通して「人材強国」と「和

諧社会」を実現するというシナリオは根底か

ら崩壊する。教育政策を通じて実現するもの

は何か。政府はこの問題を再考する必要が

ある。

（注17）教育には、それを消費することが目的となっているものと
将来なんらかの収益をあげるためのもの、つまり、消費
と投資の二つの側面がある（小塩〔2003〕）。前者の
代表例としては趣味を広げるためにカルチャースクール
に通うことであり、後者としては昇給や昇進のために大
学や専門学校に通うことなどがある。中国を含む開発
途上国では教育は投資としての側面が強いものと考え
られる。

（注18）「ぜひ、そうしたい」、「まあそうしたい」という肯定的
な回答をした人の割合（財団法人日本青少年研究所
〔2006〕）。

（注19） ここでいう収益率はいわゆるミンサー方程式に従って就
学年数の増加が賃金上昇に与える影響をみたもので
ある。そこでは、政府の補助金や家計が負担した学費
や通塾の費用などが考慮されないことから、同方程式
はあくまで賃金関数であり、厳密な意味での収益率を
明らかにするものではない（Pascharopoulos〔1995〕）。し

かし、教育に係わる費用を特定することは難しく、本稿
で引用した収益率にかかわる実証研究もその全てがミ
ンサー方程式に基づいて収益率を求めたものである。

（注20） 能力と学歴が同一視出来るか否かについては、二つ
の解釈がある。一つは、シカゴ大学のベッカー教授が
打ち立てた理論で、教育は人的資本を蓄積する行為
であり、労働生産性を高め、将来賃金を高めるための
投資であるとするもので、もう一つは、スタンフォード大
学のスペンス教授の唱えるシグナリング理論で、教育
は個人の能力を他人に知らせる「シグナル」に過ぎず
（教育によって必ずしも能力が高まるとは考えない）、そ
れを得るために教育投資を行うというものである（小塩
〔2003〕）。重要なことは、両者とも教育を高い賃金を
獲得するための手段としている点であり、どちらが中国
の現実を的確に説明するかを議論することは本稿の目
的ではない。

（注21） 貧困であるが故に親が子供の勉強を見てやれず成績
不良になるなど、理由が相互に影響を与えている可
能性を考慮する必要がある（Li, Yao, Zhang and Zhou
〔2005〕）。それでも、所得要因の低さは注目に値する。

（注22） 人民日報日本語版2006年３月10日付け「大卒の
就職についての調査69％が2000元の月給に甘
ん じ る 」（http://j.peopledaily.com.cn/2006/03/10/
jp20060310_58100.html）

（注23） 労働社会保障省Web「農村外出務工人員2006年
就業情況及び企業2007年春季用工需求調査分
析 」（http://www.molss.gov.cn/gb/zwxx/2007-03/08/
content_167919.htm）

Ⅳ．教育政策再考

党や政府が懸念するように、義務教育の普

及と高等教育の大衆化は国民の関心を義務

教育の質と高等教育における機会の不均等に

シフトさせることとなり、「教育不公平問題」

はより深刻な社会問題に発展する可能性があ

る。そして、「教育不公平問題」こそが所得

階層を固定化する元凶であると見なされるよ

うになれば教育投資は低迷し、中国の経済成

長の持続性も損なわれることとなろう。

以下では、どのような教育政策を展開すべ
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きかを考える。もちろん「何を教えるべきか」

など広範な問題を含む教育政策全般について

の提言を行うことが本稿の目的ではない。問

題は質の改善と格差の是正を取り込んだ教育

政策のあり方である。一見すると中国以外の

人々には関係の薄いようにみえるこの問題こ

そが「人材強国」と「和諧社会」の実現性、

そして、中長期的な経済成長の持続性を左右

するポイントである。

具体的には次の三点が重要である。第一は

財政支出における教育の優先順位を引き上げ

ること、第二は予算配分の重点を見直し、初

等・中等教育の拡充をはかること、第三は教

員にインセンティブを与えるガバナンス構造

を構築することである。これらを意識した政

策の転換がはかられなければ、人的資本に立

脚した成長モデルへの移行は難しい。

１．優先順位の引き上げ

「国家教育事業発展計画」では、教育に係

わる財政支出をGDPの４％に引き上げること

が、そして、2006年に採択された改正義務教

育法では、貧困地域における義務教育にかか

わる学費や教科書代の免除が明記された。し

かし、前述の図表21でみたように、教育に係

わる財政支出は低迷している。政府は教育こ

そが今後の経済成長を支える基盤であるとい

う認識を新たにして、GDP比４％という目標

を確実に達成する必要がある。

図表29は財政支出の主だったものを財政支

出全体に占めるシェアと1998～ 2005年の平

均伸び率によってプロットしたものである。

他の支出との比較を容易にするため、教育

を交点に配した。教育支出はその半分を人件

費が占めることからシェアこそ高いものの、

伸び率は財政支出全体の17.8％を下回ってお

り、優先順位が高いとはいえない。農村を中

心に学校の統廃合を進め、教員数の伸び率を

抑制してきたことが大きい（注24）。

一方、最も伸び率が高かったのは社会保障・

福祉の分野である。人口高齢化に伴う年金財

政の悪化や最低生活保障制度の導入を受けた

もので、今後も一層の増加が予想される。そ

れは単に高齢者や経済発展に乗り遅れた人が

増えるからではなく、この分野の支出を増や

すことで市場経済化に伴う社会的な歪みの是

正に党・政府が積極的に取り組んでいること、

つまり、自らの存在意義を誇示することにな

図表29　教育支出の位置づけ

（資料）中国統計年鑑2006年より作成

基本建設

イノベーション

工業、交通、
流通事業

農業
科学・衛生

教育

社会保障・福祉

国防

行政管理

補助金

�

�

�

�

�

��

��

��

��

� � �� �� �� ��
（����～����年平均伸び率、％）

（����年シェア、％）
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るからである。これは高いインセンティブが

与えられているが故に費用の一部を家計に押

し付けることが出来る教育支出とは対照的な

構図である。

しかし、家計における支出の優先順位は政

府と逆転している。前述したように家計は教

育支出に高い優先順位を与えている。その一

方で、内陸や農村における公的年金の加入率

は低い（三浦〔2007〕）。これは、年金制度に

対する信頼性の問題もあるが、多くの世帯で

自らの老後よりも子供の将来のために支出が

割かれていることを意味する。なぜこのよう

な利他的な行動が誘発されるのであろうか。

この問題は、教育投資が世帯を単位とするリ

スク管理の一つの手段と位置づけられている

と考えるとわかりやすい（三浦〔2006〕）。

中国では、生まれた場所によって、つま

り、農村戸籍か都市戸籍か、あるいは、内陸

か沿海かで、そもそも義務教育の質が異な

る。義務教育以降の課程では所得という制

約要因が加わり、就学機会に大きな格差が生

じる。労働市場に参入する段階になると学歴

によって、フォーマルな労働市場に参入出来

るか否か、そして、所得の水準が左右される

（図表30）。社会保障や福祉が十分整備されて

おらず、家族による私的扶養が老後の生活保

障の柱となっている農村では、子供の所得が

世帯の高齢化リスクへの対応力を左右する。

教育には世帯のリスクに対する対応力を高

めるという目的が付加されており、しかも、

自らの意思によってある程度の設計が可能

であることから、世帯がそこに持ちうる資産

を投入することは極めて合理的な行動といえ

る。低学歴の貧困世帯が一端インフォーマル

な労働市場に入ると自らの所得階層を抜け出

すのは容易ではない。教育だけがその悪循環

から抜けだす唯一の手段なのである。このこ

とは、教育に階層移動機能が備わっていれば

社会保障や福祉の対象となる人が減る可能性

があることを示唆する。

『社会青書2007』では、党と政府の指導者

が今後重点的な取組みが必要な社会問題とし

て、「農民の社会保障」、「腐敗」、「所得格差」、

「社会治安」、「失業」、「都市農村格差」、「都

市の社会保障」、「貧困」、「社会風紀」、「教育

不公平」をあげている。教育問題は10位と位

置づけが高いとはいえない。しかし、「教育

図表30　ライフサイクルにおける制約と結果

（資料）各種資料より作成

（制約要因） （結果）
出生

戸籍（農村／都市）
地域（内陸／沿海）

就学
義務教育の質

所得格差
後期高等教育の機会

学歴格差
就労

正規労働市場参入の機会

所得格差
社会保障格差

教育投資格差
高齢
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立国」を掲げたブレア政権下のイギリスの例

が示すように、教育問題は他の社会問題と不

可分である。教育政策の成否が「所得格差」

はもちろん「社会保障」の問題にも大きな影

響を与えると考えれば、教育支出により高い

優先順位を与えるべきである。

２．義務教育重視へ

次に増やした予算をどのように配分するか

が問題となる。教育政策の成果を量だけでは

なく学力などの質で、そして、需要に適合し

た人材供給の可否で測ると、高等教育重視の

予算配分を見直し、初等・中等教育の拡充を

はかる必要がある。

図表31は教育支出の規模を教育課程別およ

び支出主体別にみたものである。中国の高等

教育に対する財政支出はGDPの0.5％と初等・

中等教育の約三分の一の規模で、中所得国

（注25）（0.8％と3.0％）やOECD（1.1％と3.6％）

とほぼ同じである。しかし、初等・中等教育

における財政支出と私的負担の比率をみる

と、中国では財政支出（1.7％）が私費負担

（0.8％）の２倍程度の規模にすぎないのに対

し、中所得国では６倍、OECDでは12倍となっ

ている。中国の財政支出の重点が高等教育に

置かれていることは明らかである。

高等教育重視は、義務教育の完全に近い普

及、また、産業の高度化を支える人材需要の

高まりを踏まえた戦略といえる。しかし、義

務教育における著しい質の格差や高等教育に

おける質の劣化は、そうした戦略に基づく予

算配分が失敗であったことを示唆する。そも

そも、近年の未熟練労働者の不足と大学生の

就職難は、政府の人材需要の見通しが誤りで

あったことを証明している（三浦〔2007〕）。

これらの問題に立ち戻って予算配分のあり

方を検証すれば、重視すべきは初等・中等教

育であるといえる。政府は2006～ 2010年に

2,182億元を投入して農村における義務教育

の無料化を進めるなど、初等・中等重視の方

針を鮮明にしている。無料化のための予算は

１年当たりで436億元となり、2005年の財政

による教育支出の9.6％に相当する。義務教

育の完全普及に異論はない。しかし、政府自

図表31　教育課程別にみた支出（2004年）

（注） 中国の教育課程別の支出は中国教育経費年鑑にしか記
載されていない。データは同統計年鑑に記載されてい
る「予算内経費」に近似するもので、図表３のデータ
とは合致しない。それぞれの課程には成人教育のため
の支出を含む。中所得国は、UNESCOとOECDが共同で
作成しているWorld Education Indicators（WEI）の対象
国19カ国の平均を示す。

（資料） 中国教育経費統計年鑑2005年、世界銀行Edustats 
Web（http://www1.worldbank.org/education/edstats/
index.html）より作成
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身がこれを「三農問題」（「農業」の生産性の

低さ、「農村」の後進性、「農民」の貧困）対

策の一環と位置づけているように、無料化は

農村の「ガス抜き」を目的としたものである。

前出の図表28をみると、農村における義務

教育の家計負担はそれほど重いわけではな

い。そもそも負担可能な世帯に無料化を実施

しても、教育政策上の効果はほとんどない。

もちろん、無料化によって就学や修了が容易

になる世帯は存在するが、そうした世帯は所

得を条件に対象を絞り込んで救済すべきであ

る。政府は予算配分のあり方を改めて検討す

る必要がある。義務教育における喫緊の課題

は質の平準化を通じて高等教育への進学を目

指す生徒を同じスタートラインに立たせるこ

とにあり、優先すべきは農村および内陸にお

ける教職員を質量の両面で強化し、質の格差

を解消することである。

義務教育重視は必然的に高等教育のあり

方に大きな影響を与える。今後、財政だけ

でGDPの４％に相当する教育支出がなされて

も、義務教育の質の平準化に予算を割けば、

高等教育に充てる予算は限られよう。その一

方で、現在の量と質が両立しない高等教育は、

国はもちろん学費を工面して子供を通わせて

いる世帯にとってもマイナスであり、早急に

改善をはかる必要がある。限られた予算のな

かでどのように質を高めるか。政府の対応が

問われている。

解決策の一つとして量を制限して質を高め

る、つまり、定員および学校数の削減によ

り、学生１人当たりの予算を拡充する方法が

ある。ただし、この場合、高等教育機関が財

政難に陥り、さらなる学費の高騰を招く危険

性がある。仮に、高所得者だけが高等教育へ

の進学を許されるという状況が進めば、公平

性が損なわれかねない。このため政府は所得

が絶望的な制約要因にならないよう高等教育

における学費を大幅に引き下げ、進学の可否

は所得ではなく能力でによって左右されると

いう環境を作り出す必要がある。機会平等の

認識が広い範囲で共有されていれば、高等教

育が「狭き門」であっても不満が高まること

はなかろう。

低所得者層にも負担が可能な水準に学費を

引き下げようとすれば、どの程度の学生数を

削減しなければならなくなるのであろうか。

2004年時点で高等教育機関の在籍者は1,333

万人で、学生１人当たり財政負担は6,303元、

学費は4,857元である（図表32）。仮に農村の

第４五分位でも負担可能な水準に引き下げる

とすると、学費は消費支出9,592元の７％に

相当する671元にしなければならない。学費

との差額4,186元を財政で負担すると学生１

人当たり財政負担は10,489元に達する。この

財政負担を841億元の財政支出の規模を変え

ずに在籍者数で調整すると、その数は532万

人減の801万人となる。質の回復を図ろうと

すればこの削減幅をさらに拡大する必要があ

る。政府は教育の質、予算、需要の点から高
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等教育における望ましい定員はどの程度かを

検証する必要がある。

機会の平等を実現するには奨学金制度の見

直しも重要である。都市の家計調査をみると、

教育関係の借入額は所得の高い階層の方が多

い（図表33）。高等教育への進学が高所得者

層に限られていること、また、学費の負担は

彼らにとっても重いことから当然の結果とい

えるが、これでは奨学金の意味がない。奨学

金制度が本来の機能を発揮するためには、学

費を一定のラインまで引き下げた上で、貸与

の対象を学費の負担が困難な所得階層の成績

上位者に限定するなどの基準を明確にする必

要がある。

奨学金の大幅な増額をはかることも必要で

ある。政府は、2008年には貧しい大学生を対

象とした奨学金制度を設け、150億元を投入

するとしている。大学入学者の２割に相当す

る100万人が貧困世帯の出身とされることか

ら（注26）、仮に全員にこの資金を均等配分

すると１人当たり１万5,000元となる。一方、

中国青少年基金会の「中国貧困生調査報告」

によると大学生の生活費を含む年間支出額は

6,780元とされる（注27）。わずか2.2年で奨学

金は底をつく計算で、思いきった増額が必要

である。

３．いかに効率を高めるか

最後に限られた投入のなかでいかに成果を

あげるかという義務教育の効率性の問題があ

る。そもそも、教員の生活が成り立たないよ

うな農村地域（注28）では授業の質を高めよ

うがないことから、待遇の改善や質の高い教

職員の投入が必要である。しかし、教員給与

図表32　大学生１人当たりの費用構成

（注） 収入の中の学費および予算内経費を在校者数で除して
求めた。その他は寄付や教育費付加など。

（資料）中国教育経費統計年鑑2005年より作成
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学費 財政 その他

(元）

図表33　世帯当たりの教育資金借入額

（資料）2006中国城市（鎮）生活及び価格年鑑より作成
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の引き上げが全ての教員に授業の質を改善し

ようというインセンティブを与えるとも限ら

ない。予算の増加が質の改善につながるよう

にするためには、教員に授業の質を高めよう

とするインセンティブを与える必要がある。

開発途上国の教育支援に実績を有する世界

銀行の研究（Hanushek and Wöβmann〔2007b〕）

は示唆に富む。そこでは、生徒の学力を左右

するのは教員の給与の決定権を誰が持つか、

そして、教員に説明責任が課されているか否

かであるとしている。教員の給与を決定する

自主権を持ち、外部の学力テストが実施され

る学校は、テストのスコアが最も高い。逆に、

自主権はあるものの学力テストがない学校は

テストのスコアが低い（図表34）。学力テス

トを通じてどのような授業を行っているかに

ついて説明責任が課され、その結果が給与に

反映されるようなガバナンス構造によって教

員のインセンティブ、ひいては、生徒の学力

が高まるという説明である。

中国を含む東アジアでは教員の給与を決定

する権限は学校ではなく政府にあるケースが

多く、図表34をあてはめることは難しい。し

かし、権限が現場に近いか否かという点では、

中国は東アジアでは珍しく（注29）、教員の

採用・解雇、そして、給与の決定権が末端の

地方政府にあり、図表34の「給与決定権有り」

に近い。しかし、学力テストは実施されてい

ない。高校と大学入試のための全国共通テス

トはあるが、入試の判定に用いることを目的

としたもので、説明責任を伴うものではない

（注30）。中国の教員はインセンティブが働き

にくい環境下に置かれている。そもそも教員

のなり手がいない状況下ではいたしかたのな

いことであったが、予算配分の見直しが始ま

れば、この問題を抜本的に見直す必要がある。

日本でも文部科学省が全国一斉学力調査を

復活させて話題となった。学校の序列化を助

長するなどの批判はあるが、それが点数の低

い地域の学校の教員に授業の質を高めるイン

センティブを与えることは間違いない。中国

でも学力テストを実施することのメリットは

大きい。教育の質を平準化するには、まず質

の格差がどれほどのものかを明らかにする必

要がある。テストと並行して学校や家庭環境

に関するデータを収集すれば、学力に影響を

及ぼしている要因の抽出が可能となり、どこ

に予算を投入すべきかがわかり、教育政策の

図表34　インセンティブと学力

（注）生徒、家族、学校の属性はコントロールしたもの。
（資料）Hanushek and Wöβmann（2007b）より作成
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外部試験

給与決定権有り 給与決定権無し

(数学のテスト結果、相対比較）
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実効性を高めることが出来る。

（注24）1998～ 2005年は、学生数が年平均1.4％の伸びであっ
たのに対し、学校数は同6.5％減、教職員数は同0.2％
増となった。1985～ 1998年はそれぞれ同2.7％増、同
0.6％増、同1.7％増であった。1998～ 2005年の就学率
は上昇しているので、この間、学校の統廃合を通じて、
人件費の抑制がはかられたといえる。

（注25）具体的には、アルゼンチン、ブラジル、チリ、中国、エジ
プト、インド、インドネシア、ジャマイカ、ヨルダン、マレーシ
ア、パラグアイ、ペルー、フィリピン、ロシア、スリランカ、タイ、
チュニジア、ウルグアイ、ジンバブエの19カ国。

（注26） 「教育の平等目指し、助成制度を強化へ教育
部長」2005年２月20日付け人民日報日本語版
（ h t t p : / / j . p e o p l e d a i l y. c o m . c n / 2 0 0 5 / 0 2 / 2 0 /
jp20050220_47713.html）

（注27）「『教育平等』の実現を　貧困大学生の援助に
注目集まる」『人民中国』2006年10月号（http://
www.peoplechina.com.cn/maindoc/html/200610/
02chinaguancha-6.htm）

（注28）「苦しい農村教師、月40元の生活」2007年５月28日付
け中国情報局News（http://news.searchina.ne.jp/disp 
.cgi?y=2007&d=0528&f=column_0528_009.shtml）

（注29）例えば、カンボジア、フィリピン、タイでは、採用・解雇
および給与の決定権は中央政府ないしそれに準ずる
地方政府にある。インドネシアでは、採用・解雇につ
いての権限は中国と同様に地方政府にあるが、給与
の決定権は中央政府にある（Hanushek and Wöβmann
〔2007b〕）。

（注30）入試は進学を前提とした生徒しか受けないことから、
データにはサンプルセレクションバイアスが強く、ガバナン
スを改善するための材料としては不十分である。

おわりに

2007年10月に開催された共産党第17回全国

代表大会では、胡錦濤総書記が打ち出した「科

学的発展観」という指導理念が党規約に明記

された。「科学的発展観」とは、これまで軽

視されてきた所得格差、環境、生活の質的向

上といった問題に焦点を当て、過去の成長モ

デルを根本的に見直そうとするものにほかな

らない。資本の投入先として優先されるべき

は目先の成長率を引き上げる物的資本ではな

く、人的資本と自然資本である。

開発途上国における物的資本偏重主義は中

国に限ったことではない。世界銀行の『The 

Quality of Growth（経済成長の質）』（2000年）

と題したレポートでは、世界100カ国以上の

データを使って経済成長と生活の質を示す81

の指標との関係をみたところ、成長に伴って

改善された指標はわずか10％に過ぎないこと

が明らかにされている。同レポートは「食事

の量ではなく質が人々の健康に影響を与え

る」として、政策の重点を成長の速度から質

へと移す必要があることを指摘したが、今ま

さに中国でその取組みが始まったといえる。

「科学的発展観」は中国の置かれた現状を

冷静に分析している点で高い評価が出来る。

いかに成長率が高くとも、人と環境を軽視し

た経済成長が長続きするはずがない。問題は

それを具体化する政策である。大会報告にお

ける教育に係わる部分をみると、「人材強国」

を実現するために「すべきこと」のほとんど

が網羅されている。しかし、予算は限られて

いる。目標のほとんどは依然として量的なも

のであり、それらを達成するために薄く、広

く資源が投入されることになれば、教育は成

長の持続性と社会の安定性を高めるどころ

か、損なうこととなろう。

教育政策には「人材強国」と「和諧社会」

の実現という二つの政策目標が課されてい

る。それは「科学的発展観」を構成する重要

な要素でもある。鄧小平は、1985年の全国教
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育工作会議において「現代化建設成功の鍵は

人材にあり、人材問題の鍵は教育にある」（家

近〔2005〕）とし、今日の教育制度の基盤を

築いた。「科学的発展観」に基づく経済発展

の鍵も人的資本にある。「科学的発展観」が

過去の成長モデルの見直しによって誕生した

ものである以上、量を追い求めてきた教育政

策も根本的に見直されなければならない。教

育政策においてどのような選択と集中がなさ

れるか。それは「科学的発展観」の実現可能

性を示す先行指標となろう。
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